
 

 

大津市と公立大学法人滋賀県立大学との包括連携に関する協定書 

 

 

大津市（以下「甲」という。）と公立大学法人滋賀県立大学（以下「乙」という。）は、相互の

連携を強化し、地域社会に貢献するため、次のとおり協定（以下「本協定」という。）を締結す

る。 

 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲および乙のそれぞれが有する人的・物的資源等を有効に活用し、連携・協力

して、持続可能な地域づくり、人材の育成、および地方創生に資する取り組みを行い、地域社会

に貢献することを目的とする。 

 

 

（協力事項） 

第２条 甲および乙は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事業について連携・協力するもの

とする。 

（１）ＳＤＧsの普及・実践に関する事業 

（２）環境保全に関する事業 

（３）産業の振興および県内雇用の推進に関する事業 

（４）人材の育成に関する事業 

（５）地域の活性化に関する事業 

（６）文化の振興に関する事業 

（７）学校教育および生涯学習に関する事業 

（８）その他甲および乙が協議し、必要と認める事業 

 

 

（協定の有効期間） 

第３条 本協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、有効期間満了の日の１ヵ月前

までに、いずれかから書面による改定の申し入れがない場合は、さらに１年間更新する。 

 

 

（守秘義務） 

第４条 甲および乙は、本協定の実施を通じて知りえた相手方の秘密情報について、本協定の有効

期間中および有効期間満了後を問わず、第三者に開示し、または漏洩してはならない。ただし、

事前に相手方の承諾をえた場合は、この限りではない。 

 

 

（疑義等の決定） 

第５条 本協定に定めのない事項または本協定に関し疑義が生じたときは、甲乙が協議のうえ、こ

れを定めるものとする。 



 

 

 

 

 

本協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

 

 

 

 

平成３１年１月１６日 

 

 

 

 

 

 

 

 

甲  滋賀県大津市御陵町３番１号 

 

     大津市長  越 直美 

 

 

 

乙  滋賀県彦根市八坂町２５００番地 

 

    公立大学法人 滋賀県立大学 

 

     理事長   廣川 能嗣 

 


